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 ９ 経済産業委員会

【第201回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 富田  茂之君 公明

理 事 大岡  敏孝君 自民      理 事 神山  佐市君 自民

理 事 小林  鷹之君 自民      理 事 鈴木  淳司君 自民 

理 事 武藤  容治君 自民      理 事 田嶋   要君 立国社

理 事 山岡  達丸君 立国社     理 事 鰐淵  洋子君 公明 

畦元  将吾君 自民          穴見  陽一君 自民 

安藤  高夫君 自民          石川  昭政君 自民 

石﨑   徹君 自民          岡下  昌平君 自民 

神田   裕君 自民          古賀   篤君 自民 

國場 幸之助君 自民          武部   新君 自民 

   清人君 自民          冨樫  博之君 自民 

野中   厚君 自民          福田  達夫君 自民 

穂坂   泰君 自民          星野  剛士君 自民 

細田  健一君 自民          三原  朝彦君 自民 

山際 大志郎君 自民          川   赳君 自民 

和田  義明君 自民          浅野   哲君 立国社 

落合  貴之君 立国社         柿沢  未途君 立国社 

菅   直人君 立国社         斉木  武志君 立国社 

宮川   伸君 立国社         山崎   誠君 立国社 

中野  洋昌君 公明          笠井   亮君 共産 

足立  康史君 維新 

（2）議案審査

付託された議案は、内閣提出法律案５件及び議員提出法律案７件（うち継続審査５件）

で、審査の概況は、次のとおりである。 

特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律案（内閣提出第22

号） 

要旨

国民生活及び経済活動の基盤となる特定高度情報通信技術活用システム（５Ｇ・ドロー

ン）の開発供給及び導入がサイバーセキュリティを確保しつつ適切に行われることが我が

国における産業基盤を整備する上で重要であることに鑑み、同システムの開発供給等の促

進に関する指針を策定するとともに、同システムの開発供給等に係る計画の認定制度を創

設し、認定された計画に対する支援措置を講ずるもの 

参考人からの意見の聴取 

審査結果

可決（附帯決議が付された。） 
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○ 審査経過 

提出日 

令和 
 2. 2.18

衆議院 

趣旨説明

4. 3 

衆・委員会    
 

  
付託日 

4. 3 

 
 

 提案理由 

 

4. 3 

質疑

4.10 
4.14 
4.15 

4.17 

議決日 

結 果 

4.17 

可決(多) 
(賛-自民・立国社・ 

公明・維新) 

(反-共産) 
(附) 

衆・本会議

議決日 

結 果 

4.23 
可決 

参・委員会

議決日

結 果

経済産業
5.26 
可決 

(附) 

 

参・本会議

議決日 

結 果 

5.27
可決

 
 

公布日

番 号

6. 3 
法37号 

 

 

特定デジタルプラットフォームの透明性及び公正性の向上に関する法律案（内閣提出第23号） 

○ 要旨 

デジタルプラットフォーム（オンラインモール・アプリストアなど）で取引を行う中小

企業等の利益の保護を図ることが課題となっている状況に鑑み、デジタルプラットフォー

ム提供者の自主性及び自律性に配慮しつつ、取引の透明性・公正性を向上させるため、一

定規模以上の特定デジタルプラットフォーム提供者に提供条件等の開示や経済産業大臣へ

の報告書の提出を求め、国がその評価を行う等の措置を講ずるもの 

○ 参考人からの意見の聴取 

○ 審査結果 

可決（附帯決議が付された。） 

○ 審査経過 

提出日 

令和 
 2. 2.18

衆議院    

趣旨説明 

4. 3

衆・委員会 

付託日 

4. 3

 
 

 
 

 
 提案理由 

 
4. 3 

 

 

質疑 

4.10 
4.14 
4.15 

4.17 

議決日 
結 果 

4.17 
可決(全) 

(賛-自民・立国社・ 
公明・共産・維新)

(附) 
 

衆・本会議

議決日
結 果

4.23
可決

 
 

参・委員会

議決日
結 果

経済産業
5.26 
可決 

(附) 

 

参・本会議

議決日
結 果

5.27
可決

 
 

公布日 
番 号 

6. 3 
法38号 

 

 

強靱かつ持続可能な電気供給体制の確立を図るための電気事業法等の一部を改正する法律案

（内閣提出第26号） 

○ 要旨 

自然災害の頻発、再生可能エネルギー電気の供給の拡大、中東等の国際エネルギー情勢

の緊迫化等、近年の電気供給をめぐる環境変化を踏まえ、①送配電事業者による災害時の

連携強化、②再生可能エネルギーの市場価格にプレミアムを上乗せして補助する制度（Ｆ

ＩＰ制度）の導入、③独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構の業務に緊急時の発

電用燃料調達等を追加する等の措置を講ずるもの 

○ 参考人からの意見の聴取 

○ 審査結果 

可決（附帯決議が付された。） 
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○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 
 2. 2.25

衆・委員会    
 

 趣旨説明 
付託日 

5.12

 

 

 

 提案理由 

 
 

 

5.13

質疑 

5.15 

5.20 
5.22 

議決日 

結 果 

5.22 

可決(多) 
(賛-自民・立国社・ 

公明・維新) 

(反-共産) 
(附) 

衆・本会議

議決日 

結 果 

5.26
可決

 
 

参・委員会

議決日

結 果

経済産業
6. 4 
可決 

(附) 

 

参・本会議

議決日

結 果

6. 5 
可決 

公布日

番 号

6.12 
法49号 

 

 

 

割賦販売法の一部を改正する法律案（内閣提出第39号）（参議院送付） 

○ 要旨 

決済技術が進化する中、利用者が安全・安心に多様な決済手段を利用できる環境を整備

するため、少額（限度額10万円以下）の分割後払いサービス提供事業者の登録制度の創設、

蓄積されたデータ等に基づく高度な与信審査手法の認定制度の創設及びＱＲコード決済事

業者等についてセキュリティ対策強化等の措置を講ずるもの 

○ 審査結果 

可決（附帯決議が付された。） 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

参 
令和 
 2. 3. 3

衆・委員会   
 
 趣旨説明 

付託日 

6. 2

 
 

 

 

 

 

 

 

 提案理由 

 
 

 

6. 3 

質疑

6.12 

議決日

結 果

6.12 

可決(全) 
(賛-自民・立国社・ 

公明・共産・維新) 

(附) 

衆・本会議

議決日

結 果

6.16

可決

 

 

参・委員会

議決日

結 果

経済産業
5.12 

可決 
(附) 

 

参・本会議 

議決日

結 果

5.13

可決

 

 

公布日
番 号

6.24 

法64号 

 

 

中小企業の事業承継の促進のための中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律等の一

部を改正する法律案（内閣提出第50号） 

○ 要旨 

事業承継時に経営者の個人保証を求めない制度の創設、みなし中小企業者特例による一

定期間の中堅企業への支援継続、各種計画制度の整理統合、海外展開支援の強化等の措置

を講ずるもの 

○ 審査結果 

可決（附帯決議が付された。） 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 

 2. 3.10

衆・委員会    
 

 趣旨説明 
付託日 

5.26

 
 

 提案理由 

 
 

 

5.27

質疑

5.29 

議決日 

結 果 

5.29 

可決(全) 
(賛-自民・立国社・ 

公明・共産・維新) 

(附) 

衆・本会議

議決日 

結 果 

6. 2

可決

 

 

参・委員会

議決日 

結 果 

経済産業
6.12 

可決 
(附) 

 

参・本会議

議決日

結 果

6.12

可決

 

 

公布日

番 号

6.19 

法58号 
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原発廃止・エネルギー転換を実現するための改革基本法案（長妻昭君外５名提出、第196回国

会衆法第７号） 

○ 要旨 

原発廃止・エネルギー転換を実現するための改革を総合的かつ計画的に推進するため、

基本的な理念及び方針を定め、国等の責務を明らかにし、並びに原発廃止・エネルギー転

換改革推進計画の策定等について定めるとともに、原発廃止・エネルギー転換改革推進本

部を設置するもの 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(平成 
30. 3. 9) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
付託日 

質疑 
議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 提案理由 

 

令和 

 2. 1.20 
  

衆・本会議

議決日 

結 果 

6.17 
閉会中審査 

   

 

 

 

分散型エネルギー利用の促進に関する法律案（近藤昭一君外７名提出、第198回国会衆法第21

号） 

○ 要旨 

地域における創意工夫を生かした分散型エネルギー利用を促進するため、経済産業大臣

による基本方針の策定、都道府県又は市町村による分散型エネルギー利用促進計画の作成

及びこれに係る交付金の交付等について定めるもの 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 
元. 6.14) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
付託日 

質疑 
議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 
 2. 1.20 

  

衆・本会議

議決日 
結 果 

6.17 
閉会中審査 

   
 

 

 

熱についてエネルギー源としての再生可能エネルギー源及び廃熱の利用を促進する等のための

エネルギーの使用の合理化等に関する法律等の一部を改正する法律案（近藤昭一君外５名提出、

第198回国会衆法第22号） 

○ 要旨 

エネルギーの供給及び使用に係る環境への負荷の低減並びに資源の有効利用の確保に資

するため、熱についてエネルギー源としての再生可能エネルギー源及び廃熱の利用を促進

する等の措置を講ずるもの 

○ 審査結果 

継続審査 
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○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 
元. 6.14) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
付託日 

質疑 
議決日 

結 果 

 

 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 提案理由 

 
 2. 1.20 

  

衆・本会議

議決日

結 果

6.17 
閉会中審査 

   
 

 

 

国等によるその設置する施設の省エネルギー・再生可能エネルギー源利用改修の実施等に関す

る法律案（近藤昭一君外７名提出、第198回国会衆法第23号） 

○ 要旨 

エネルギーの使用の合理化及び再生可能エネルギー源の利用の一層の促進に資するため、

国等が設置する施設の省エネルギー・再生可能エネルギー源利用改修の実施等に関し、実

施目標や改修計画の作成等について定めるもの 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 
元. 6.14) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 
結 果 

 
 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 
 2. 1.20 

  

衆・本会議

議決日
結 果

6.17 
閉会中審査 

   
 

 

 

エネルギー協同組合法案（近藤昭一君外７名提出、第198回国会衆法第24号） 

○ 要旨 

地域の住民又は小規模事業者のエネルギーの利用又は供給に係る自発的な協同組織の発

達を図るため、地域エネルギーを生産し、これを組合員に供給する事業等を行うエネルギ

ー利用協同組合及び組合員以外に供給する事業等を行うエネルギー供給協同組合に係る措

置等を定めるもの 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 
元. 6.14) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
付託日 

質疑 
議決日 

結 果 

 

 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 提案理由 

 
 2. 1.20 

  

衆・本会議

議決日

結 果

6.17 
閉会中審査 
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中小企業者等の事業用不動産に係る賃料相当額の支払猶予及びその負担軽減に関する法律案

（後藤祐一君外７名提出、衆法第９号） 

○ 要旨 

新型コロナウイルス感染症が中小企業者等の事業活動に甚大な影響を及ぼしていること

に鑑み、中小企業者等の事業用不動産に係る賃料相当額の支払猶予及び負担軽減を通じた

中小企業者等支援のため、株式会社日本政策金融公庫による代位弁済並びに求償権の適切

な行使及び放棄等や国による補助その他の財政上の措置について定めるもの 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 
 2. 4.28 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
付託日 

質疑 
議決日 

結 果 

 

 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 提案理由 

 
4.28 

  

衆・本会議

議決日

結 果

6.17 
閉会中審査 

   
 

 

 

新型コロナウイルス感染症対策中小事業者等持続化給付金に係る差押禁止等に関する法律案

（田嶋要君外６名提出、衆法第20号） 

○ 要旨 

新型コロナウイルス感染症対策中小事業者等持続化給付金の支給の趣旨に鑑み、その支

給を受けることとなった者が自ら同給付金を使用することができるようにするため、同給

付金の差押えを禁止する等の措置について定めるもの 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

令和 
 2. 6. 8 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 提案理由 

 
6.16 

  

衆・本会議

議決日 

結 果 

6.17 
閉会中審査 

   
 

 

 

（3）国政調査  

国政調査では、質疑が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

 

○ 主な質疑内容 

・ 関西電力役職員の金品受領問題について各電力会社におけるコンプライアンス改善

に向けた取組状況及び当該問題が今後の原子力政策に与える影響 

・ 関西電力への業務改善命令に係る資源エネルギー庁の不適切な手続についての経済

産業大臣の処分の妥当性及び再発防止策 

・ 日本原子力発電株式会社による敦賀発電所２号機の断層データ一部書き換え問題に

ついての原子力規制委員会の見解 

・ 新型コロナウイルス感染症対策により顕在化した物資の供給途絶リスクについての

分析及び対応方策 
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・ 経済産業省と専門家との連携により早急にマスク供給対策を講じる必要性 

・ 持続化給付金の迅速かつ円滑な支給に向けた取組及び実効性ある家賃支援の必要性 

・ 新型コロナウイルス感染症対策の影響により売上げが減少した事業者に対し補償拡

大、無利子無担保融資の確保等の特別対応をする必要性 

・ 新型コロナウイルス感染症対策で自粛要請に応じた個人事業者、フリーランスに対

する補償の必要性 

・ 持続化給付金事業に一社応札したサービスデザイン推進協議会の選定経緯 

・ キャッシュレス・ポイント還元事業による加盟店手数料の負担が中小店舗の重荷と

なっていることについて経済産業大臣の見解 

（閉会中審査） 

・ 第１次補正予算で措置された「サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費

補助金」及び「海外サプライチェーン多元化等支援事業」の執行状況 

・ 家賃支援給付金事業をめぐり電通が下請会社に圧力をかけたとされる問題について

独占禁止法違反であると思料するとの申告に対する公正取引委員会の見解 

・ 持続化給付金事業の費用対効果を高めるため事業委託ではなく地方自治体の担当機

関や政府系金融機関等既存組織を活用する必要性 

 

（4）参考人  

出頭日 職 業 氏 名 審査・調査案件 

令和 

2. 4. 3 

関西電力株式会社代表取締役社長 森本  孝君  

関西電力株式会社常務執行役員 岡田 達志君 

経済産業の基本施策に関する件

私的独占の禁止及び公正取引に関す

る件 

4.14 

東京大学公共政策大学院院長 大橋  弘君 

一般社団法人モバイル・コンテンツ・フ

ォーラム専務理事 
岸原 孝昌君 

東洋大学経済学部総合政策学科准教授 生貝 直人君 

早稲田リーガルコモンズ法律事務所弁護

士 
川上 資人君 

特定デジタルプラットフォームの透

明性及び公正性の向上に関する法律

案（内閣提出） 

東京大学大学院工学系研究科教授 森川 博之君 

ファイア・アイ株式会社最高技術責任者 伊東  寛君 

一般社団法人電子情報技術産業協会会長 遠藤 信博君 

株式会社自立制御システム研究所代表取

締役社長 
太田 裕朗君 

特定高度情報通信技術活用システム

の開発供給及び導入の促進に関する

法律案（内閣提出） 

5.20 

公益財団法人地球環境産業技術研究機構

副理事長・研究所長 
山地 憲治君 

一般社団法人日本経済団体連合会資源・

エネルギー対策委員会企画部会長代行 
小野  透君 

社会保障経済研究所代表 石川 和男君 

認定特定非営利活動法人気候ネットワー

ク東京事務所長 
桃井 貴子君 

 

  

強靱かつ持続可能な電気供給体制の

確立を図るための電気事業法等の一

部を改正する法律案（内閣提出） 
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○ 

○ 

○ 

 

衆議院 参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 質疑 
議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 
 

     

 

 

 

○  

  

【第202回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 富田  茂之君 公明 

理 事 大岡  敏孝君 自民      理 事 神山  佐市君 自民 

理 事 小林  鷹之君 自民      理 事 鈴木  淳司君 自民 

理 事 武藤  容治君 自民      理 事 田嶋   要君 立国社 

理 事 山岡  達丸君 立国社 

畦元  将吾君 自民          穴見  陽一君 自民 

安藤  高夫君 自民          井上  貴博君 自民 

石川  昭政君 自民          石﨑   徹君 自民 

神田   裕君 自民          工藤  彰三君 自民 

古賀   篤君 自民          武部   新君 自民 

   清人君 自民          冨樫  博之君 自民 

福田  達夫君 自民          穂坂   泰君 自民 

星野  剛士君 自民          細田  健一君 自民 

牧原  秀樹君 自民          三原  朝彦君 自民 

宗清  皇一君 自民          八木  哲也君 自民 

山際 大志郎君 自民          浅野   哲君 立国社 

落合  貴之君 立国社         柿沢  未途君 立国社 

菅   直人君 立国社         斉木  武志君 立国社 

宮川   伸君 立国社         山崎   誠君 立国社 

稲津   久君 公明          中野  洋昌君 公明 

笠井   亮君 共産          足立  康史君 維新 

（2）議案審査

付託された議案は、議員提出法律案７件（継続審査）で、審査の概況は、次のとおりで

ある。 

原発廃止・エネルギー転換を実現するための改革基本法案（長妻昭君外５名提出、第196回国

会衆法第７号） 

要旨 

（第201回国会参照） 

審査結果 

継続審査 

審査経過 

提出日

(平成 
30. 3. 9) 

衆・委員会 

付託日 

令和 

 2. 9.16

衆・本会議 

議決日 
結 果 

9.18 
閉会中審査 

分散型エネルギー利用の促進に関する法律案（近藤昭一君外７名提出、第198回国会衆法第21

号） 

要旨

（第201回国会参照） 
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○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 
元. 6.14) 

衆・委員会 参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
付託日 

質疑 
議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 提案理由 

 
 2. 9.16 

  

衆・本会議 

議決日 

結 果 

9.18 
閉会中審査 

   
 

 

 

熱についてエネルギー源としての再生可能エネルギー源及び廃熱の利用を促進する等のための

エネルギーの使用の合理化等に関する法律等の一部を改正する法律案（近藤昭一君外５名提出、

第198回国会衆法第22号） 

○ 要旨 

（第201回国会参照） 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 

元. 6.14) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
付託日 

質疑 
議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 
 2. 9.16 

  

衆・本会議

議決日 
結 果 

9.18 

閉会中審査 
   

 

 

 

国等によるその設置する施設の省エネルギー・再生可能エネルギー源利用改修の実施等に関す

る法律案（近藤昭一君外７名提出、第198回国会衆法第23号） 

○ 要旨 

（第201回国会参照） 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 
元. 6.14) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 
 2. 9.16 

  

衆・本会議

議決日 
結 果 

9.18 
閉会中審査 

   
 

 

 

エネルギー協同組合法案（近藤昭一君外７名提出、第198回国会衆法第24号） 

○ 要旨 

（第201回国会参照） 

○ 審査結果 

継続審査 
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○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 
元. 6.14) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
付託日 

質疑 
議決日 

結 果 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 提案理由 

 
 2. 9.16 

  

衆・本会議

議決日 

結 果 

9.18 
閉会中審査 

   
 

 

 

中小企業者等の事業用不動産に係る賃料相当額の支払猶予及びその負担軽減に関する法律案

（後藤祐一君外７名提出、第201回国会衆法第９号） 

○ 要旨 

（第201回国会参照） 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 

 2. 4.28) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 
 2. 9.16 

  

衆・本会議

議決日 
結 果 

9.18 

閉会中審査 
   

 

 

 

新型コロナウイルス感染症対策中小事業者等持続化給付金に係る差押禁止等に関する法律案

（田嶋要君外６名提出、第201回国会衆法第20号） 

○ 要旨 

（第201回国会参照） 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 
 2. 6. 8) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 
結 果 

 
 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 
 2. 9.16 

  

議決日
結 果

衆・本会議

9.18 
閉会中審査 
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○  

○  

○ 

 

衆議院  参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 質疑 
議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 
 

     

 

 

 

○  

 

  

【第203回国会】 

（1）委員名簿（40人）

委員長 富田  茂之君 公明 

理 事 鬼木   誠君 自民      理 事 佐藤 ゆかり君 自民 

理 事 関   芳弘君 自民      理 事 武藤  容治君 自民 

理 事 山際 大志郎君 自民      理 事 斉木  武志君 立民 

理 事 山岡  達丸君 立民      理 事 中野  洋昌君 公明 

畦元  将吾君 自民          穴見  陽一君 自民 

井上  貴博君 自民          石川  昭政君 自民 

上野  宏史君 自民          神山  佐市君 自民 

神田   裕君 自民          工藤  彰三君 自民 

小林  鷹之君 自民          佐々木  紀君 自民 

鈴木  淳司君 自民             清人君 自民 

冨樫  博之君 自民          西村  明宏君 自民 

福田  達夫君 自民          穂坂   泰君 自民 

星野  剛士君 自民          三原  朝彦君 自民 

宗清  皇一君 自民          八木  哲也君 自民 

坂  誠二君 立民          落合  貴之君 立民 

菅   直人君 立民          松平  浩一君 立民 

宮川   伸君 立民          山崎   誠君 立民 

高木 美智代君 公明          笠井   亮君 共産 

美延  映夫君 維新          浅野   哲君 国民 

石﨑   徹君  無 

（2）議案審査

付託された議案は、議員提出法律案７件（継続審査）で、審査の概況は、次のとおりで

ある。 

原発廃止・エネルギー転換を実現するための改革基本法案（長妻昭君外５名提出、第196回国

会衆法第７号） 

要旨

（第201回国会参照） 

審査結果

継続審査 

審査経過 

提出日

(平成 
30. 3. 9) 

衆・委員会 

付託日 

令和 

 2.10.26

議決日 
結 果 

衆・本会議

12. 4 
閉会中審査 

分散型エネルギー利用の促進に関する法律案（近藤昭一君外７名提出、第198回国会衆法第21

号） 

要旨

（第201回国会参照）
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○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 
元. 6.14) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
付託日 

質疑 
議決日 

結 果 

 2.10.26

衆・本会議

議決日

結 果

 

 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 提案理由 

 
 

  
12. 4 

閉会中審査 
   

 

 

 

熱についてエネルギー源としての再生可能エネルギー源及び廃熱の利用を促進する等のための

エネルギーの使用の合理化等に関する法律等の一部を改正する法律案（近藤昭一君外５名提出、

第198回国会衆法第22号） 

○ 要旨 

（第201回国会参照） 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 

元. 6.14) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
付託日 

質疑 
議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 
 2.10.26 

  

衆・本会議

議決日 
結 果 

12. 4 

閉会中審査 
   

 

 

 

国等によるその設置する施設の省エネルギー・再生可能エネルギー源利用改修の実施等に関す

る法律案（近藤昭一君外７名提出、第198回国会衆法第23号） 

○ 要旨 

（第201回国会参照） 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 
元. 6.14) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 
 2.10.26 

  

衆・本会議

議決日 
結 果 

12. 4 
閉会中審査 

   
 

 

 

エネルギー協同組合法案（近藤昭一君外７名提出、第198回国会衆法第24号） 

○ 要旨 

（第201回国会参照） 

○ 審査結果 

継続審査 
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○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 
元. 6.14) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 

番 号 趣旨説明 
付託日 

質疑 
議決日 

結 果 

 

 

議決日 

結 果 

議決日 

結 果 提案理由 

 
 2.10.26 

  

議決日

結 果

衆・本会議

12. 4 
閉会中審査 

   
 

 

 

中小企業者等の事業用不動産に係る賃料相当額の支払猶予及びその負担軽減に関する法律案

（後藤祐一君外７名提出、第201回国会衆法第９号） 

○ 要旨 

（第201回国会参照） 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 

 2. 4.28) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 
結 果 

 
 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 
 2.10.26 

  

議決日
結 果

衆・本会議

12. 4 

閉会中審査 
   

 

 

 

新型コロナウイルス感染症対策中小事業者等持続化給付金に係る差押禁止等に関する法律案

（田嶋要君外６名提出、第201回国会衆法第20号） 

○ 要旨 

（第201回国会参照） 

○ 審査結果 

継続審査 

○ 審査経過 

提出日 

衆議院 

(令和 
 2. 6. 8) 

衆・委員会  参・委員会 参・本会議 
公布日 
番 号 趣旨説明 

付託日 
質疑 

議決日 
結 果 

 
 

議決日 
結 果 

議決日 
結 果 提案理由 

 
 2.10.26 

  

議決日
結 果

衆・本会議

12. 4 
閉会中審査 

   
 

 

 

（3）国政調査  

国政調査では、質疑が行われた。主な質疑内容は、次のとおりである。 

 

○ 主な質疑内容 

・ 2050年温室効果ガス排出実質ゼロ（カーボンニュートラル）に向けたイノベーショ

ンや社会実装を担う産業界に対する長期的支援及び環境整備の必要性 

・ 新規制基準適合の原子力発電所において過酷事故が発生する可能性及び原子力発電

所の稼働と有効な避難計画との関係 

・ 平成12年に成立した原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法の意義 

・ 容量市場の入札における約定価格１兆６千億円の負担の在り方 
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・ 持続化給付金及び家賃支援給付金の期限延長を検討する必要性 

・ 新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえＧｏ Ｔｏ 商店街事業の終了を後ろ

倒しにするなど同事業の募集期間を弾力的に設定する必要性 

・ 中小企業におけるＩＴ化の更なる推進に対する経済産業大臣の見解 

・ 日本政府として英ＥＵ・ＦＴＡの締結に向けた働き掛け及びその結果に応じて日Ｅ

Ｕ・ＥＰＡにおいて英国産品の拡張累積が認められるような働き掛けを行う必要性 

・ 地域的な包括的経済連携（ＲＣＥＰ）協定について我が国の安全保障面における懸

案事項や将来的に留意すべき事項 

・ デジタルプラットフォームに対する適切な規制強化の必要性 

 

 

 




